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１ 非常勤一般職・臨時職員の状況  

(1) 正規職員と非常勤一般職・臨時職員数の推移 

    （単位：人） 

年度 

区分 
H17 H18 H19 H20 H21 

正規職員数 2,360 2,316 2,239 2,119 2,051 

正規職員の割合 66.9％ 65.6％ 63.9％ 62.0％ 59.2％ 

非常勤職員数 1,167 1,216 1,263 1,301 1,414 

非常勤職員の割合 33.1％ 34.4％ 36.1％ 38.0％ 40.8％ 

合 計 3,527 3,532 3,502 3,420 3,465 

      
年度 

区分 
H22 H23 H24 H25 H26 

正規職員数 2,040 2,020 1,992 1,991 1,967 

正規職員の割合 56.6％ 55.6％ 54.3％ 54.0％ 53.6％ 

非常勤職員数 1,563 1,610 1,674 1,695 1,700 

非常勤職員の割合 43.4％ 44.4％ 45.7％ 46.0％ 46.4％ 

合 計 3,603 3,630 3,666 3,686 3,667 

 

平成 26 年度における正規職員と正規職員以外の職員（非常勤一般職及び臨時職

員。以下、「非常勤職員」という。）の人数は合計 3,667 人で、平成 17 年度に比

べ、140 人増加しています。 

これは、正規職員が 2,360 人から 1,967 人へ 393 人減少する一方、非常勤職員

が 1,167 人から 1,700 人へ 533 人増加する中で、全体の職員数が増加したことを

意味しています。 

なお、平成 26 年度における非常勤職員 1,700 人の内訳は、3ページの「非常勤

職員の職種別人数」に記載のとおりであり、正規職員の事務の補助として定型的・

定例的な事務に従事している職員が 315 人（18.5％）、また保育など特定の分野

において資格や専門的な知識が必要な業務に従事する職員は 1,385 人（81.5％）

となっています。 

また、非常勤職員の主な増加要因は、多様化・高度化する市民ニーズへ対応す

るための新たな施策や行政サービスの実施または拡充に伴う配置のほか、学校用

務員及び調理員の業務の一部を非常勤職員の配置により効率化したことなどによ

るものです。 
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(2) 主な増加要因 （平成 17 年度と平成 26 年度との比較） 

① 多様化・高度化する市民ニーズへの対応するための新たな施策や行政サービ

スの実施または拡充に伴う配置 

○ 放課後児童クラブ （74 人 ⇒ 100 人  26 人増） 

児童の健全育成と保護者の子育てと就労の両立を支援するため開設している放課

後児童クラブの需要増加によって、開設数が、平成 17 年度の 22か所から、平成 26

年度には 47 か所に増加したため、指導員の配置が増加しています。（一部は委託化） 

○ 保育サービス （271 人 ⇒ 492 人  221 人増） 

配慮（支援）を要する児童数の増加や、保護者の就労形態等の変化に伴う未満児

保育、延長保育、一時預かり等の需要の拡大に対応するため、保育士の配置人数が

増加しています。 

○ 学校における教育支援 （30 人 ⇒ 151 人  121 人増） 

平成 19 年度から開始した特別支援教育制度の推進のため、学校の通常学級に配置

され、特別な支援を要する児童生徒に対する支援業務を行う教育補助員、介護員及

び特別支援教育支援員の配置数が増加しています。 

○ 介護保険における介護認定調査業務等 （23 人 ⇒ 54 人  31 人増） 

要介護認定の申請者数の増加に伴い、介護認定調査員や介護認定審査会の資料点

検員の配置数が増加しています。 

② 現業業務への非常勤職員の配置 

○ 学校用務員への非常勤職員の配置（0人 ⇒ 36 人  36 人増） 

業務の性質や困難度を踏まえ、正規職員の退職に応じて、順次、非常勤職員の配

置を進めています。平成 17 年 1月の市町村合併後、新たな正規職員の採用を行わ

ず、平成 20 年度からは退職者の補充を非常勤職員の採用により対応しているとこ

ろです。 
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○定型的・定例的な業務

職務分類 分野分類 職名 人数

事務補助 事務全般 事務補助 271

収納課現金取扱窓口業務職員 2

出張所収納事務職員 2

税関系 税務課窓口業務職員 2

市民課窓口業務等職員 24

井ノ口簡易郵便局窓口業務職員 1

こども課窓口業務等職員 7

国保年金課窓口業務職員 5

診療所関係 診療所受付等事務職員 1

315

○専門的な業務

職務分類 分野分類 職名 人数 職務分類 分野分類 職名 人数

文書資料調査専門員 2 養護教諭 2

オンブズパーソン事務局職員 1 学校栄養職員 7

ホームページ管理・作成員 2 学習情報指導員 6

上越市創造行政研究所事務員 1 ＬＤ（学習障害）指導員 3

税関係 家屋調査業務職員等 2 小学校教科指導講師 3

管財関係 登記事務職員 3 教育センター理科指導員 2

環境関係 環境講座企画等職員 1 不登校児童生徒適応指導教室指導員 4

文化関係 文化交流施設コーディネーター 1 放課後児童クラブ 放課後児童クラブ指導員 100

介護保険関係 介護認定審査会資料点検員 5 社会教育指導員 7

生活保護業務診療報酬明細書点検専門員 1 青少年健全育成センター指導員 1

地域包括支援センター業務調整担当職員 1 上越科学館職員 2

保健関係 診療報酬明細書点検専門員 5 体育専門指導員 1

病院関係 病院事業会計経理事務専門員 1 生涯スポーツ指導員 1

ものづくり振興専門員 2 清里農村体験宿泊休憩施設等支配人 1

金融業務専門員 1 牧湯の里深山荘支配人 1

食品販路開拓専門員 1 福祉関係 児童養護施設所長 1

指導主事 5 教育センター所長 1

学校教育事務職員 1 幼稚園長 1

社会教育関係 上越清里星のふるさと館指導員 1 青少年健全育成センター副所長 1

納入促進業務 税関係 市税等納入促進員 16 総合博物館・小林古径記念美術館長 1

市民生活関係 住民実態調査員 2 上越清里星のふるさと館長 1

介護保険関係 介護認定調査員等 35 博物館等業務 社会教育関係 博物館等学芸員 5

集落づくり推進員 7 学校関係 学校図書館補助員 11

地域おこし協力隊 2 社会教育関係 図書館司書 28

介護保険関係 介護保険給付適正化推進員 1 保育園関係 保育園保育士 492

産業関係 計量業務推進員 1 子育てひろば保育士 26

中山間地域元気な農業づくり推進員 2 病後児保育施設保育士 8

緑化推進員 1 こども発達支援センター保育士 5

下水道関係 生活排水処理推進員 3 児童養護施設保育士 3

診療所看護師 4 児童館保育士 2

国保年金課看護師 1 母子生活支援施設保育士 2

学校関係 学校看護師 1 学校関係 幼稚園教諭 1

女性相談員 3 総務関係 印刷室用務員 1

消費生活相談員 2 学校関係 学校用務員 36

市民相談員 1 保育園関係 保育園士 43

福祉相談員 4 観光関係 山荘京ケ岳調理員 1

子育てSOS支援相談員 3 福祉施設 児童養護施設調理員 4

家庭相談員 2 保育園関係 保育園調理員 65

高齢者福祉相談員 2 学校関係 学校給食調理員 83

生活保護相談員 1 かたくりの家生活支援員 1

臨床心理士 1 ゆきわり荘施設管理人 1

農業関係 農地相談員 1 公営住宅維持管理員 2

学校訪問カウンセラー 10 福祉関係 児童養護施設施設管理人 1

スクールソーシャルワーカー 1 深山荘接客員等 8

放課後児童クラブ 放課後児童クラブ専門相談員 1 山荘京ケ岳フロント補助員 1

児童支援員 6 山荘京ケ岳清掃・配膳員 4

就労支援員 2 公園関係 公園管理人 7

母子自立支援員 1 社会教育関係 ユートピアくびき施設管理人 11

教育補助員 73 環境パトロール員 20

介護員 71 ごみ焼却施設作業員 8

特別支援教育支援員 7 リサイクル作業員 6

生徒指導支援員 6 福祉関係 清里診療所作業員 1

交通安全関係 安全教育指導員 4 学校関係 給食配膳作業員 2

福祉施設 児童指導員 7 図書館自動車文庫補助員 2

栄養士 10 水族博物館飼育補助員 14

保健師 1 1,385

学校関係

合　　計

福祉施設

観光関係

学校関係

社会教育関係

社会教育関係

施設管理業務

市民生活関係

観光関係

環境関係

社会教育関係

作業

指導業務

機関・施設の長

司書業務

保育業務

用務

調理業務

相談業務

市民生活関係

福祉関係

学校関係

看護業務
診療所関係

支援業務

指導業務

福祉関係

学校関係

保健関係

学校関係

調査業務

推進業務

地域振興関係

農業関係

専門事務

総務関係

福祉関係

産業関係

合　　計

窓口事務

収納関係

市民生活関係

福祉関係

○ 非常勤職員の職種別人数（平成 26 年 4 月 1 日現在） 
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２ 人件費の状況  

 

 

■正規職員人件費
（単位：百万円）

H20
(決算)

H21
(決算)

H22
(決算)

H23
(決算)

H24
(決算)

H25
(決算)

人件費
(退職手当除く)

14,122 13,636 13,521 13,363 13,095 12,500

　増減額 - △ 486 △ 115 △ 158 △ 268 △ 595

　増減率 - △ 3.44% △ 0.84% △ 1.17% △ 2.01% △ 4.54%

15,941

14,122

13,636 13,521
13,363

13,095

12,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

H17

（決算）
H20

（決算）
H21

（決算）
H22

（決算）
H23

（決算）
H24

（決算）
H25

（決算）

※一般会計及び特別会計の合計。（退職手当を除く。平成25年度は、国による地方公務員の給与削減

要請の対応に伴う減額を含む実績）

<参考>

■非常勤職員人件費
（単位：百万円）

H20
(決算)

H21
(決算)

H22
(決算)

H23
(決算)

H24
(決算)

H25
(決算)

人件費 2,270 2,473 2,678 2,748 3,078 3,223

　増減額 - 203 205 70 330 145

　増減率 - 8.94% 8.29% 2.61% 12.01% 4.71%

2,270
2,473

2,678 2,748

3,078
3,223

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H20

(決算)
H21

(決算)
H22

(決算)
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)

※一般会計及び特別会計の合計。

※平成24年度に、非常勤一般職の任用期間を実質11か月から通年化し、職員体制の安定化を通じて、

業務を円滑に遂行することができるように制度の見直しを実施しました。

0 



5 

 

 

 

 

■人件費合計(正規職員・非常勤職員)
（単位：百万円）

H20
(決算)

H21
(決算)

H22
(決算)

H23
(決算)

H24
(決算)

H25
(決算)

　正規職員 14,122 13,636 13,521 13,363 13,095 12,500

　非常勤職員 2,270 2,473 2,678 2,748 3,078 3,223

　合　計 16,392 16,109 16,199 16,111 16,173 15,723

　増減額 - △ 283 90 △ 88 62 △ 450

　増減率 - △ 1.73% 0.56% △ 0.54% 0.38% △ 2.78%

14,122
13,636 13,521 13,363 13,095

12,500

2,270 
2,473 2,678 2,748 3,078 

3,223 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H20

(決算)

H21

(決算)

H22

(決算)

H23

(決算)

H24

(決算)

H25

(決算)

（86.2%） （84.6%） （83.5%） 

（79.5%） 
（82.9%） （81.0%） 

（13.8%） 
（15.4%） （16.5%） （19.0%） （17.1%） 

（20.5%） 

正規職員 

非常勤職員 


